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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第27期
第３四半期
連結累計期間

第27期
第３四半期
連結会計期間

第26期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 67,979,205 20,321,917 107,976,399

経常利益（△は経常損
失）

(千円) 800,015 △179,915 3,059,318

四半期(当期)純利益
(△は四半期純損失）

(千円) △1,138,312 △1,067,752 1,161,492

純資産額 (千円) ― 9,457,866 10,762,160

総資産額 (千円) ― 67,816,476 67,699,284

１株当たり純資産額 (円) ― 205.08 239.59

１株当たり四半期(当
期)純利益(△は１株当
たり四半期純損失）

(円) △33.70 △31.80 34.02

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 10.1 12.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △4,271,970 ― 4,459,724

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △3,036,391 ― △4,922,424

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 6,978,571 ― 565,952

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 1,948,349 2,297,738

従業員数 (名) ― 1,978 1,954

(注)1　 売上高には、消費税等は含まれておりません。

2   連結経営指標等の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第27期第３四半期連結累計期間

及び第27期第３四半期連結会計期間は潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため、記載して

おりません。また、第26期は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている
事業の内容に重要な変更はありません。
　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 1,978( 399)

(注)　１　従業員数は就業人員であります。

    　２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 18（ １ ）

(注)　１　従業員数は就業人員であります。 

　　　２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員であります。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

環境関連事業については、主に外注によって生産を行っていることから、生産実績の記載は
しておりません。なお、当第３四半期連結会計期間における外注実績を示すと、次のとおりであ
ります。
　外注実績

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

環境関連事業 122,061

合計 122,061

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 仕入実績

当第３四半期連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次
のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円）

自動車販売関連事業

新車部門 8,337,467

中古車部門 2,515,355

サービス部門 2,620,371

レンタカー部門 ―

その他 7,760

計 13,480,954

住宅関連事業 718,621

不動産賃貸事業 ―

投資関連事業 ―

環境関連事業 ―

合計 14,199,575

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次
のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

住宅関連事業 421,406 1,988,195

環境関連事業 249,948 131,485

合計 671,355 2,119,681

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(4) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次
のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

 自動車販売関連事業

 新車部門 8,717,730

 中古車部門 5,029,658

 サービス部門 5,295,837

 レンタカー部門 677,482

 その他 10,903

計 19,731,613

  住宅関連事業 198,463

  不動産賃貸事業 115,195

 投資関連事業 6,753

 環境関連事業 269,891

合計 20,321,917

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

　

該当事項はありません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）
が判断したものであります。
　

（1）業績の状況

①業績全般の概況
　
当第3四半期連結会計期間の業績は、連結売上高は203億21百万円、営業損失は8百万円、経常損失は1億
79百万円、四半期純損失は10億67百万円となりました。
　当社グループの連結業績は、中核事業であります自動車販売関連事業において国内新車販売の低迷が続
く厳しい環境の中で、新車、中古車を合わせた自動車販売台数が13,164台と、前年同期に比べ2,348台
（15.1％）減少いたしましたが、「新車販売に左右されない企業体質」をテーマに、中古車部門やサービ
ス部門の収益性の改善に注力いたしました。また、環境関連事業をはじめその他事業は概ね計画通りに推
移いたしました。なお、国内の株式市場の低迷により投資有価証券評価損等が発生したため、四半期純損
失となりました。
　
②事業の種類別セグメントの業績概況
[自動車販売関連事業]
　新車部門では、ホンダ車の販売台数が1,037台、日産車の販売台数が3,361台となり、当社グループの新車
販売台数は4,470台となりました。
　中古車部門では、輸出台数は2,068台と前年を上回ることができましたが、国内販売台数が減少し、当社
グループの中古車販売台数は8,694台となりました。
　サービス部門では、点・車検、修理、手数料収入等の確保に注力いたしました。
　以上の結果、売上高は197億31百万円、営業利益は45百万円となりました。

　

[不動産賃貸事業]
　前連結会計年度並びに当第3四半期連結会計期間に新規取得した物件の賃貸料収入が計上されたため、
売上高は1億15百万円、営業利益は60百万円となりました。

　

[環境関連事業]
　主にイギリス、ブラジル、タイ、シンガポール、マカオ、フィリピン、南アフリカ共和国等の地域において
省電力装置の商談を推進し、国内外の製造販売体制構築に注力した結果、販売台数が好調に推移いたしま
した。
  以上の結果、売上高は2億69百万円、営業利益は59百万円となりました。

　

[その他の事業]
　住宅関連事業、投資関連事業の当第3四半期連結会計期間の業績につきましては、「第５[経理の状
況][注記事項]（セグメント情報）」に記載のとおりであります。 

　

（2）財政状態の分析

　当第3四半期連結会計期間末における総資産は678億16百万円となり、第2四半期連結会計期間末685億
96百万円と比較し7億79百万円減少いたしました。流動資産は183億81百万円となり、13億61百万円減少
いたしました。これは主に、売掛金の減少、現金及び預金の増加、短期貸付金の増加によるものでありま
す。固定資産は494億34百万円となり、5億82百万円増加いたしました。これは主に建物の増加、土地の増
加、差入保証金・敷金の減少によるものであります。
　当第3四半期連結会計期間末における負債合計は583億58百万円となり、第2四半期連結会計期間末580
億52百万円と比較し3億6百万円増加いたしました。流動負債は436億89百万円となり、4億59百万円減少
いたしました。これは主に買掛金の減少、短期借入金の増加によるものであります。固定負債は146億68
百万円となり、7億65百万円増加いたしました。これは主に長期借入金の増加、預り保証金の増加、預り
建設協力金の増加によるものであります。 
 

　

（3）キャッシュ・フローの状況
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　当第3四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、
第2四半期連結会計期間末より3億89百万円増加し、19億48百万円となりました。当第3四半期連結会計
期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 
　営業活動の結果使用した資金は20億7百万円となりました。これは主に売上債権の減少額（19億54百
万円）、仕入債務の減少額（43億57百万円）によるものであります。
　
(投資活動によるキャッシュ・フロー) 
　投資活動の結果使用した資金は19億92百万円となりました。これは主に有形固定資産取得による支出
（21億1百万円）、貸付けによる支出（7億10百万円）、有形固定資産売却による収入（4億52百万円）、
貸付金の回収による収入（2億16百万円）によるものであります。 
　
(財務活動によるキャッシュ・フロー) 
　財務活動の結果得られた資金は44億10百万円となりました。これは主に短期借入金の増加額（34億22
百万円）、長期借入れによる収入（15億円）、長期借入金の返済による支出（5億円）によるものであ
ります。 

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第3四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更
及び新たに生じた課題はありません。 

　

(5) 研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　　国内子会社

当第３四半期連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
(名)建物及び構

築物
機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

㈱ Ｖ Ｔ
キャピタ
ル

(大阪府東
大阪市)

不動産賃
貸事業

賃貸ビル
 

408,468
 

－
500,250
(3,422.31)

－ 908,718 －

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　
第２四半期連結会計期間末に計画中でありました、株式会社ＶＴキャピタルの賃貸ビルの取得につい

ては、平成20年11月に完了いたしました。これに伴い、賃貸収入が年間約129,600千円増加する見込みで

す。

　

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は以下の通りです。

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定
月日

完成後の
増加能力総額

(千円)
既支払額
(千円)

静岡日産
自動車㈱

ＳＢＳ通
り店
(静岡県静
岡市)

自動車販
売関連事
業

事務所及
び店舗

 

351,000
 

241,500銀行借入
平成20年
10月

平成21年
１月

店舗改築
のため変
動なし

静岡日産
自動車㈱

沼津店
(静岡県沼
津市)

自動車販
売関連事
業

店舗駐車
場用地

 

200,000
 

23,000銀行借入
平成20年
10月

平成21年
１月

店舗駐車
場用地の
ため変動
なし

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。　
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 56,600,000

計 56,600,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 34,293,69334,293,693

名古屋証券取引所
市場第二部
大阪証券取引所
ニッポン・ニュー・
マーケット―
「ヘラクレス」市場

単元株式数は100株であり
ます。

計 34,293,69334,293,693― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

①当社は、平成13年改正旧商法に基づき新株予約権を発行しております。

第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数（個） 925

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類
            普通株式
            単元株式数は100株であります。　　

新株予約権の目的となる株式の数（株） 92,500（注）1,3

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1株当たり776

新株予約権の行使期間 平成19年８月１日から平成23年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

　　　  発行価格　　　776（注）２　　　　　　　　　　資本組入額　　
388

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使はできないものとする。
（注）４

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要
する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

（注）１ 新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という。）以降、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場

合には、付与株式数は当該株式の分割または併合の比率に応じ比例的に調整するものとし、調整の結果１株未満

の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

また、発行日以降、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむ

を得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式

数を調整する。

２ 発行日以降、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合

（新株予約権の行使および「商法等の一部を改正する等の法律」（平成13年法律第79号）附則第５条第２項の

規定に基づく自己株式の譲渡の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未

満の端数は切り上げる。 

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除

した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるも

のとする。 

また、発行日以降、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は当該株式の分割また

は併合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

さらに、発行日以降、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむ

を得ない事由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額

を調整するものとする。

３ 新株予約権の消却事由及び条件 

①　当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または当社が完全子会社と

なる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案につき当社株主総会で承認された場合は、当社は新

株予約権を無償で消却することができる。

②　当社は、いつでも、当社が取得し保有する未行使の新株予約権を、無償にて消却することができるものとす

る。 

４ 新株予約権の割当を受けた者は、当社または当社の子会社の取締役・執行役員、または従業員のいずれの地位

を有していなければならない。ただし、当社または子会社の取締役、執行役員を任期満了により退任した場合、定

年により従業員の地位を喪失した場合は除く。新株予約権者の相続人が存在する場合は、相続人を１人に限定

し、当社の定める条件に従うときは新株予約権を承継し、行使することができる。
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②当社は、会社法に基づき新株予約権を発行しております。

　

平成20年６月27日　取締役会決議

第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数（個） 25,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類
　　　　　　 普通株式
　　　　　　 単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,500,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 142

新株予約権の行使期間 平成21年７月１日～平成25年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

　　　　　　　発行価格　　142（注）２
　　　　　　　資本組入額　 71

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要
する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）３

（注）１ 新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与

株式数」という。）は100株とする。 

　新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通

株式の株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次

の算式により調整するものとする。 

　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

また、上記のほか、割当日後、付与株式数の調整をすることが適切な場合は、当社は、合理的な範囲で付与株式

数の調整することができる。 

　なお、上記調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。

２ 割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、行使価額を次の算式により調

整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割・株式併合の比率

また、割当日後、当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場

合（会社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、「商法等

の一部を改正する等の法律」（平成13年法律第79号）附則第５条第２項の規定に基づく自己株式の譲渡、「商

法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）の施行前の商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権

の行使、当社普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券の転換、又は当社普通株式の交付を請求できる

新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）には、行使価額を次の算

式により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記の算式に使用する「既発行株式数」は、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する

自己株式数」に読み替えるものとする。

　さらに、上記のほか、割当日後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主への配

当を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、当社は、かかる割当て又は配当等の条件等を勘案

の上、合理的な範囲で行使価額を調整することができるものとする。

３ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割会

社となる場合に限る。）、又は株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合

併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸

収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がそ
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の効力を生ずる日、および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存す

る新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会

社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を

それぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合

併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件

とする。

ⅰ 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

ⅱ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 　 

再編対象会社の普通株式とする。 

ⅲ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数　

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記１に準じて決定する。

ⅳ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記２で定められる行使価額を組織再編

行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後払込金額に上記ⅲに従って決定される当該新株予約権の目

的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

ⅴ 新株予約権を行使することができる期間 

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、

新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

ⅵ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切

り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等

増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

ⅶ 譲渡による新株予約権の取得の制限　 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。 

ⅷ 新株予約権の取得条項 

以下の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議がな

された場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができる。

① 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

② 当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

③ 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することにつ

いての定めを設ける定款の変更承認の議案 

⑤ 新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することも

しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを 

設ける定款の変更承認の議案 
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　　　

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年12月10日
（注）

― 34,293,693 ― 2,378,7006,738 6,738

（注）資本準備金の増加は剰余金の配当に伴う組み入れ6,738千円によるものであります。

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
普通株式　　599,800

― 単元株式数は100株であります。

完全議決権株式(その他) 普通株式 33,693,300 336,933 同上

単元未満株式 普通株式　　　　593 ― 同上

発行済株式総数 34,293,693 ― ―

総株主の議決権 ― 336,933 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式65株が含まれております。　

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
ＶＴホールディングス
株式会社

愛知県東海市加木屋町
陀々法師14番地の40

599,800 ― 599,800 1.74

計 ― 599,800 ― 599,800 1.74
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 125 158 147 133 110 118 104 90 123

最低(円) 107 120 128 113 81 90 63 81 77

(注)　最高・最低株価は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

なお、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月1日から平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結

累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項

第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月1

日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人東海会計社による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,948,349 2,297,738

受取手形及び売掛金 ※4
 2,191,284 5,478,768

有価証券 26,509 －

商品及び製品 8,061,583 6,679,512

仕掛品 619,778 268,348

原材料及び貯蔵品 86,222 86,368

その他 5,512,997 3,638,741

貸倒引当金 △65,422 △76,214

流動資産合計 18,381,304 18,373,264

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 17,717,087 17,591,554

減価償却累計額 △10,072,360 △10,152,527

建物及び構築物（純額） ※1
 7,644,727

※1
 7,439,026

機械装置及び運搬具 3,461,595 3,382,514

減価償却累計額 △1,547,724 △1,509,910

機械装置及び運搬具（純額） 1,913,871 1,872,603

土地 ※1
 17,129,485

※1
 16,881,203

その他 2,605,078 1,347,048

減価償却累計額 △1,171,442 △1,018,792

その他（純額） 1,433,635 328,255

有形固定資産合計 28,121,720 26,521,089

無形固定資産

のれん ※2
 12,867,190

※2
 13,457,188

その他 658,335 682,055

無形固定資産合計 13,525,525 14,139,244

投資その他の資産

投資有価証券 5,119,984 5,574,333

その他 3,741,188 3,749,338

貸倒引当金 △1,074,348 △662,389

投資その他の資産合計 7,786,824 8,661,283

固定資産合計 49,434,071 49,321,617

繰延資産 1,100 4,402

資産合計 67,816,476 67,699,284
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 9,333,923 16,182,312

短期借入金 27,910,404 19,323,085

未払法人税等 28,566 872,302

賞与引当金 421,848 905,341

その他 5,995,111 4,519,140

流動負債合計 43,689,853 41,802,182

固定負債

長期借入金 9,412,038 10,750,620

退職給付引当金 1,737,732 1,805,445

役員退職慰労引当金 66,811 52,633

その他 3,452,173 2,526,242

固定負債合計 14,668,756 15,134,941

負債合計 58,358,609 56,937,123

純資産の部

株主資本

資本金 2,378,700 2,378,700

資本剰余金 908,891 976,278

利益剰余金 3,799,813 5,073,799

自己株式 △163,399 △100,964

株主資本合計 6,924,005 8,327,813

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △107,686 △201,197

評価・換算差額等合計 △107,686 △201,197

新株予約権 31,591 －

少数株主持分 2,609,956 2,635,544

純資産合計 9,457,866 10,762,160

負債純資産合計 67,816,476 67,699,284
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 67,979,205

売上原価 54,817,535

売上総利益 13,161,670

販売費及び一般管理費 ※1
 12,005,934

営業利益 1,155,735

営業外収益

受取賃貸料 87,162

その他 142,158

営業外収益合計 229,321

営業外費用

支払利息 384,309

その他 200,732

営業外費用合計 585,041

経常利益 800,015

特別利益

固定資産売却益 16,433

投資有価証券売却益 16,631

その他 9,240

特別利益合計 42,305

特別損失

固定資産売却損 105,290

固定資産除却損 92,678

投資有価証券評価損 563,088

貸倒引当金繰入額 494,207

その他 275,780

特別損失合計 1,531,046

税金等調整前四半期純損失（△） △688,725

法人税、住民税及び事業税 330,615

法人税等調整額 72,272

法人税等合計 402,888

少数株主利益 46,699

四半期純損失（△） △1,138,312
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 20,321,917

売上原価 16,290,009

売上総利益 4,031,908

販売費及び一般管理費 ※1
 4,040,068

営業損失（△） △8,160

営業外収益

受取賃貸料 36,911

その他 60,786

営業外収益合計 97,697

営業外費用

支払利息 134,714

為替差損 92,037

その他 42,699

営業外費用合計 269,452

経常損失（△） △179,915

特別利益

投資有価証券売却益 11,467

その他 2,065

特別利益合計 13,533

特別損失

投資有価証券評価損 366,715

貸倒引当金繰入額 391,801

その他 89,957

特別損失合計 848,474

税金等調整前四半期純損失（△） △1,014,855

法人税、住民税及び事業税 △39,825

法人税等調整額 98,726

法人税等合計 58,900

少数株主損失（△） △6,003

四半期純損失（△） △1,067,752
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △688,725

減価償却費 1,278,253

のれん償却額 575,513

貸倒引当金の増減額（△は減少） 401,166

賞与引当金の増減額（△は減少） △483,493

支払利息 384,309

固定資産売却損益（△は益） 88,856

固定資産除却損 92,678

投資有価証券評価損益（△は益） 563,088

売上債権の増減額（△は増加） 3,306,761

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,810,599

仕入債務の増減額（△は減少） △6,848,389

その他 416,006

小計 △2,724,573

利息及び配当金の受取額 83,314

利息の支払額 △329,456

法人税等の支払額 △1,301,255

営業活動によるキャッシュ・フロー △4,271,970

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,489,271

有形固定資産の売却による収入 1,372,480

投資有価証券の取得による支出 △631,280

投資有価証券の売却による収入 516,176

貸付けによる支出 △1,327,122

貸付金の回収による収入 489,824

その他 32,802

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,036,391

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 7,741,000

長期借入れによる収入 2,300,000

長期借入金の返済による支出 △2,792,263

配当金の支払額 △203,060

その他 △67,105

財務活動によるキャッシュ・フロー 6,978,571

現金及び現金同等物に係る換算差額 △19,599

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △349,389

現金及び現金同等物の期首残高 2,297,738

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,948,349
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１　会計方針の変更

（1）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として個別法による原価法によっておりました

が、第1四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日

　企業会計基準第９号)を適用し、主として個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変

更しております。  

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第3四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益がそれぞれ

5,891千円減少し、税金等調整前四半期純損失が36,788千円増加しております。 

（2）リース取引に関する会計基準等の適用 

ａ）借手 

借手の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、第1四半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成

５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会　平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号)を早

期適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間

を耐用年数とし、残存価額をゼロ（但し、残価保証がある場合は当該金額）とする定額法によっております。 

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、有形固定資産にリース資産752,862千円、流動負債にリース債務

245,800千円、固定負債にリース債務547,369千円が計上されておりますが、当第3四半期連結累計期間の損益に

与える影響は軽微であります。 

ｂ）貸手 

貸手の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、第1四半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成

５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会　平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号)を早

期適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。また、収益の計上基準については、リース料受取時

に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、流動資産にリース投資資産55,377千円が計上されておりますが、

当第3四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 

ｃ）転リース 

所有権移転外ファイナンス・リース取引の転リース取引については、従来、受取リース料を売上高に、支払

リース料を売上原価に計上する方法によっておりましたが、第1四半期連結会計期間より「リース取引に関する

会計基準」(企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準第13号)及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成６年１月18日　最終改正平成19年３月

30日　企業会計基準適用指針第16号)を早期適用し、転リース差益を売上高に計上する方法によっております。 

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引についても適用後の会

計処理によっております。 

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、流動資産にリース投資資産1,286,367千円、流動負債にリース債

務1,309,553千円が計上されておりますが、当第3四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。 
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【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１　たな卸資産の評価方法

当第3四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関して、実地棚卸を省略し第2四半期連結会計期間末に係る実

地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によって

おります。 

３　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によって

おります。 

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に

著しい変化がないと認められる場合には前連結会計年度の決算において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっております。 

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　　該当事項はありません。
　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間 
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

（機械装置の耐用年数の変更）

  一部の連結子会社において、従来、耐用年数を13年としておりました自動車整備用機器について、法人税法の改正を契

機として、第1四半期連結会計期間より耐用年数の見直しを行い15年に変更いたしました。これによる当第3四半期連結

累計期間の損益に与える影響は軽微であります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　担保資産

        担保に供されている資産について、事業の運営
      において重要なものであり、かつ、前連結会計年
      度の末日に比べて著しい変動が認められるものの
      金額は次のとおりであります。

      建物 2,968,410千円 

   土地 8,890,423千円 

※２　のれん及び負ののれんの表示

        のれん及び負ののれんは、相殺表示しておりま
      す。相殺前の金額は次のとおりであります。

   のれん 13,038,092千円 

   負ののれん 170,901千円 

   差引 12,867,190千円 

　３　保証債務

        一部の連結子会社において、一般顧客及び従業
      員の車両購入等にかかるクレジット債務について
      債務保証を行っております。

   一般顧客及び従業員 4,402千円 

※４　　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に
ついては、手形交換日をもって決済処理してお
ります。
　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融
機関の休日であったため、次の四半期連結会計
期間末日満期手形が、四半期連結会計期間末残
高に含まれております。
   受取手形 10,384千円 

 

※１　担保資産

 

   建物 1,939,945千円 

   土地 8,727,876千円 

※２　のれん及び負ののれんの表示

        のれん及び負ののれんは、相殺表示しておりま
      す。相殺前の金額は次のとおりであります。

   のれん 13,637,574千円 

   負ののれん 180,385千円 

   差引 13,457,188千円 

　３　保証債務

        一部の連結子会社において、一般顧客及び従業
      員の車両購入等にかかるクレジット債務について
      債務保証を行っております。

   一般顧客及び従業員 7,812千円 
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(四半期連結損益計算書関係)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

広告宣伝費 832,172千円 

役員報酬及び給料 4,442,712千円 

賞与引当金繰入額 258,049千円 

退職給付費用 211,305千円 

福利厚生費 795,047千円 

役員退職慰労引当金繰入額 19,164千円

賃借料 786,791千円 

減価償却費 683,017千円 

のれん償却費 575,513千円 

貸倒引当金繰入額 4,499千円 

 

　

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

広告宣伝費 283,798千円 

役員報酬及び給料 1,458,876千円 

賞与引当金繰入額 △250,601千円 

退職給付費用 70,784千円 

福利厚生費 278,841千円 

役員退職慰労引当金繰入額 5,390千円

賃借料 268,685千円 

減価償却費 253,273千円 

のれん償却費 191,828千円 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

　現金及び預金勘定 1,948,349千円

　現金及び現金同等物 1,948,349千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月

１日　至平成20年12月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 34,293,693

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,056,565

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 新株予約権の内訳
目的となる
株式の種類

目的となる
株式の数（株）

当第３四半期
連結会計期間末残高

（千円）

提出会社
ストック・オプションとしての
新株予約権

― ― 31,591

（注） 平成20年６年27日取締役会決議によるストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の
初日が到来しておりません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月30日
取締役会

普通株式 利益剰余金 135,672 ４ 平成20年３月31日 平成20年６月30日

平成20年11月10日
取締役会

普通株式 資本剰余金 67,387 ２ 平成20年９月30日 平成20年12月10日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

       該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の
賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引
残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動がないため、記載しておりません。
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(有価証券関係)

時価のあるその他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該有

価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が見ら

れます。 

　その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（千円）
四半期連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

　株式 472,356 440,406 △ 31,950

　債券 ― ― ―

　その他 331,799 330,402 △ 1,397

計 804,156 770,809 △ 33,347

当第３四半期連結会計期間末において減損処理を行っております。その他有価証券で時価のあるものの減

損処理額は559,729千円であります。

　なお、減損にあたっては、有価証券の時価が取得原価に比べて30％以上下落し、時価が取得原価まで回復す

る見込があると認められる場合を除き減損処理を行っております。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

　当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

自動車販売

関連事業

(千円)

住宅関連

事業

(千円)

不動産賃貸

事業

(千円)

投資関連

事業

(千円)

環境関連

事業

(千円)

計

(千円)

消去又は

全社

(千円)

連結

(千円)

売上高

(1)外部顧客に対す

る売上高
19,731,613198,463115,195 6,753 269,89120,321,917 － 20,321,917

(2)セグメント間の

内部売上高又は

振替高

11,353 65,653 10,868 12,867 － 100,743（100,743） －

計 19,742,967264,117126,06319,621269,89120,422,660（100,743）20,321,917

営業利益

(△は営業損失)
45,192△47,623 60,963△5,492 59,110112,150（120,310）△8,160

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

自動車販売

関連事業

(千円)

住宅関連

事業

(千円)

不動産賃貸

事業

(千円)

投資関連

事業

(千円)

環境関連

事業

(千円)

計

(千円)

消去又は

全社

(千円)

連結

(千円)

売上高

(1)外部顧客に対す

る売上高
66,097,646823,682320,49320,261717,12067,979,205 － 67,979,205

(2)セグメント間の

内部売上高又は

振替高

34,960236,78232,606 36,717 － 341,067（341,067） －

計 66,132,6071,060,465353,10056,979717,12068,320,272（341,067）67,979,205

営業利益

(△は営業損失)
1,233,959△72,539171,098△24,419114,7151,422,815（267,080）1,155,735

　(注)1  事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

2  各事業区分の主な事業内容 

自動車販売関連事業……自動車の販売、修理及びレンタル等、自動車用品の販売等 

住宅関連事業……………住宅の販売及び建築請負等 

不動産賃貸事業…………不動産の賃貸 

投資関連事業……………有価証券投資、投資先企業のサポート業務及び経営コンサルティング業務等 

環境関連事業……………電力制御機器装置の設計、開発及び販売等 

　

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)
　

  在外子会社及び重要な在外支店がないため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。
　

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)
　

  海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 
　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

205円08銭 239円59銭

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 9,457,866 10,762,160

普通株式に係る純資産額（千円） 6,816,318 8,126,616

差額の主な内訳（千円）

　新株予約権 31,591 ―

　少数株主持分 2,609,956 2,635,544

普通株式の発行済株式数（株） 34,293,693 34,293,693

普通株式の自己株式数（株） 1,056,565 375,465

１株当たり純資産額の算定に用い
られた普通株式の数（株）

33,237,128 33,918,228

　

２　１株当たり四半期純損失等

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　　至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
　　至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純損失　　　　　　　　　33円70銭 １株当たり四半期純損失　　　　　　　　　31円80銭

潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額　　　 
 
潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であ
るため、記載しておりません。

潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額　　　
 
潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であ
るため、記載しておりません。

　
(注)　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（千円） 1,138,312 1,067,752

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失（千円） 1,138,312 1,067,752

普通株式の期中平均株式数（株） 33,782,559 33,578,106

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式
について前連結会計年度末から重要な変動がある場
合の概要

平成20年6月27日取締役会
決議による
新株予約権　25,000個
この概要は、「新株予約権
等の状況」に記載のとお
りです。

平成20年6月27日取締役会
決議による
新株予約権　25,000個
この概要は、「新株予約権
等の状況」に記載のとお
りです。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

(訴訟)
　株式会社ショーワコーポレーションは当社に対して、輸入自動車販売事業の遂行過程で発生した損害
の一部が当社らの販売協力義務違反に起因するものとして1,370,124千円の損害賠償等を求めて平成
20年12月11日付で東京地方裁判所に訴訟提起しました。これに対して当社は提訴された内容が事実と
異なり請求を受ける理由がないと認識しており、裁判では当社の正当性を主張して応訴しております。

　
（剰余金の配当）
　第27期（平成20年4月1日から平成21年3月31日まで）の剰余金の配当については、平成20年11月10日
開催の取締役会において、平成20年9月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録され
た株主に対し、次のとおり決議いたしました。
　①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 67,387千円
　②　1株当たりの金額　　　　　　　　　                  2円00銭
　③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　 　平成20年12月10日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年2月10日

ＶＴホールディングス株式会社

取締役会　御中

　

監査法人東海会計社

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　小　　島　　興　　一　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　後　　藤　　久　　貴　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＶＴ

ホールディングス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結

会計期間(平成20年10月1日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から

平成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＶＴホールディングス株式会社及び連結子会

社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結

累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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